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大学 にお け る就 職 支援 の課題 と対応

求人活動の早期化と「職業教育」をめぐって

根 本 孝☆

TheProblemsandCountermeasuresofSupport

ProgramsforJobHunting
、atUniversities

NemotoTakasi

1.は じ め に

大学改革の一環 として大学 にお ける就職部門の機能、組織の改革に焦点があつま り、いくつかの大

学ではアメ リカの大学に範を求めた、キャリアセンターへの転換が進められ注目されてきている。ま

た卒業生の内定 ・就職率の低下や フ リーター志向の増加、企業によるイ ンターネ ッ トを活用 したe－リ

クルーティ ングの普及、そ して大学不問のオープン求人の拡大、そして即戦力ニーズの高ま りなどと

いった大学の就職支援 を取 り巻 く環境 の変化が就職支援の変革、再編成を要請 し、そ うした観点か ら

も大学にお ける就職支援活動の転換への関心を高めてきている。

そ こで実施 した大学生、企業そ して大学就職部門を対象 とする一連の就職 ・求人活動アンケー ト調査

結果(永 野 ・根本 ・木谷 ・牛尾2001,永 野2002,上 村2002,根 本2002)を ベースに就職支援活動の課

題 と対応策の実態分析 を試みたい。とりわけ中心的課題 としての求人・就職活動の早期化の問題 と、就

職意識の高揚や職業観の醸成 などを基本 とする、いわゆるf職 業教育」 をめぐって考察を進めたい。

なお本論文はまず 、本テーマに関連する先行研究等で提起 された課題を整理 し、その上でここでの研

究の枠組み、アンケー トの概要を紹介す る。その上で分析結果を考察 し、最後に、求人活動の早期化

と、「職業教育」に関する若干の議論を試みることにしたい。

2.提 起 され て い る課 題

大学におけ る就職支援活動は必ず しも豊富な研究蓄積がなされてきているわけではない。それは大

学生の就職意識や、就職活動、あるいは企業の求人意識や、求人活動の研究に比べるとはるかに見劣

☆経営学部教授
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りする課題 といえよう。 しか しなが ら昨今では大学改革の一環 として、入学試験の"入 りロマネジメ

ン ト"に 対す る"出 口マネジメン ト"問 題 として も注 目が集ま り、また90年 代後半以降は新卒の失業

率の悪化や フリーターの増加 などを契機に、大学の就職支援問題 も関心が高まってきている(村 山、

2001)。 特に私立大学連盟においても精力的かつ実践的な研究活動がすすめられてきている。ここでは

代表的先行研究として 日本私立大学連盟就職委員会 ・大学教育 と就職支援等研究分科会編 『大学教育

と就職支援』(日 本私立大学連盟、200Dの 報告書を基本に、現在提起 されている大学における就職支

援問題 の主要な三大課題である、求人活動の早期化、就職支援活動の変革、そ して、「職業教育」に絞

ってを整理を試みたい。

1)求 人 活 動 の 早 期 化

2000年 に入 り、就職 状況 が厳 しくな る に もか かわ らず 求人活 動の 早期 化が い っそ う強 ま って い る。

そ の契機 は1997年1月 の就 職 協定 協議 会特別 委員会 にお け る 「就職 協定」の廃 止 にあ る。 しか し、その

経緯 を少 しさかの ぼ ってお こ う。 い わゆ る 「就職 協定 」 は大学 生の青 田買 いの防 止の ため に1953年 に

大学 に よ る推 薦 は10月1日 移行 を決 めた こ とか らス ター・一一トす る。 そ の前年 には文部 省 、労働 省か ら通達

が 出 され 、採 用 選 考は1月 以 降 とされ てい たの で ある。 しか し協 定は守 られず 、 日経 連 は1962年 に 「採

用 活動 の野放 し宣言」を行 ったの であ る。そ して60年 代の オ リン ピック景 気 、い ざなぎ景気 の中で 、「早

苗 買い 」 「種 モ ミ買い」 といわれ るほ ど早 期化 が一層進 み、72年 に協定が復 活 し、1973年 にな って会社

訪 問5月1日 、選 考7月1日 以降 と改 定が行 われ た。 しか し70年 代は オイ ル シ ョ ックの 中で円高不 況を迎

え、就職 を厳 しさを増 し 「大学 は出 たけれ ど」 が流行 し、会社 訪問 は10月1日 以降 へ と後 ろ倒 しへ の改

定が進 め られた。 そ して1982年 に長期不況の 中で 「就 職協 定」 は 「自主 協定」 とな り、毎年その年 の方

針 を企業 側 と大学 側 で申 し合わせ る形へ と変 更 され て い った。 しか し80年 代後半 に入 り、再び会 社訪

問 は8月20目 か らへ と早期 化へ舵 を き り、バ ブル景気 を向 か えた。 主要 企業52社 の トップ によ る1就 職

協定 遵守懇 談会 」が設 置 され、8月20日 会 社訪 問が解 禁 され 、再び 早期化 へ向 か った。 さらにバ ブル景

気 でf超 売 り手 市場 」 とな り、90年 代初 頭 には会社 訪 問開 始が8月1日 へ とさ らに早期 化 した。 しか し

バ ブル 崩壊 、バ ブル不 況へ 突入 し、92年 か ら95年 ま では求人 倍率 は2.0を 割 り込 み96年 には1.08の 底 を

記 録 し就 職氷 河期 に 見舞 われ たが 、少数 精鋭 の 早期厳 選採 用の 傾向 を強 め、 早期 化 は止 ま らなか った

の であ る。そ して 「守 られ ない協定 は意 味 が無 い」 と して協定 は廃止 され 、原則 自由化 され るに いた

っ たの であ る。98年 の 日経 連の 企業対 象の 調査(回 答688社)で は協定廃 止の評価 に っい て、57.4%の

企業 は 「どち らと もい えな い」が半数 を超 え、 「評価 す る」25.1%、 「評価 しない」17.5%と 評価 派が 上

回 る結果 を示 して い る(日 経連 、1997)。 日本 労働研 究機構 の企業 に対す る調査(労 働 研究機構 、2000)

で も 「廃 止 のメ リッ トな し」が48.1%に 達 してお り、 大企業 は 「デ メ リッ トがあ る」 とす る5.10/。と中

小企 業 の10.10/。-18,5%を 大 き く下 回 って い る。 デ メ リッ トと しては 「内 定辞退者 の 予測 が難 しい」、

「採 用活 動 の長期 化」 な どが4割 を超 える企業 か ら指摘 され てい る。

そ して2000年 には 協定 に変 わ る大学 に よる 「申 し合 わせ 」、企 業 に よる 「倫理 憲章 」で 、求人依 頼5
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月1日 以降、求人票受理 ・公開は6A1日 以降、正式内定は10月1日 か ら、との合意を得たのである。そ

の結果それ以前の内定は内々定、あるいは内内々定などとい う言葉 も日常化 している現状である。

求人活動の早期化は正常な学校教育 と学習環境を乱す ことのみな らず、 自己分析や企業研究の時間

不足(村 山、2000)ば か りで無く、企業に とって も内定辞退や就職後の退職の増大をもた らす などの

デメ リッ トも指摘 されてい る。 また早期化の問題は中1卜企業の求人活動の長期化 を招 き、また拘束や

男女差別 の存在についても課題 として問題視 されている。

2)就 職 支 援 活 動 の 変 革

イ ン ター ネ ッ トの 普 及 は就 職活 動 に も大 きな影 響 を及 ぼ し、デ ィス コの調 査で は学 生の イ ンターネ

ッ ト活 用 は96年25.496か ら、98年 に は76.3%に 達 した といわれ て い る(羽 木&佐 々木 、1998)。'そ して

1999年 以 降 は求 人情 報 の提 供 、e－ メ・一・一一ル に よるQ&A、 そ して エ ン トリー シー トの送 信や応 募 、 さら

に最近 ではWeb上 で の試験 も行 われ て きてお り、 そ う したWeb活 用 の 求人、 求職活 動 を一般 的 には

e－ リクル ー ティ ング と呼 ばれ て きて い る。 そ うした 中で 大学 就職 部 を中心 とす る就 職支 援活 動は集 団

か ら個別 へ 、 低学 年 か らの 早期 支援 の拡 充 、教員 との就 職 支援強 化 と就職 部 との連 携 、 さらにはe－ リ

クル ーテ ィ ングに対応 す る学 生 の情 報収集 ・選択 能 力の 向上 も課 題 として指摘 されて い る。

3)「 職 業 教 育1と イ ンター ン シ ップの拡 充

職業観・職 業意識の醸成あるいは 「職業教育」も就職支援活動の重要課題 として指摘 されてきている。

伝統的には中等教育などを中心に職業指導 と呼ばれ、学校教育法の高等学校教育の職業指導の目的と

して 「社会 において果た さなければな らない使命の 自覚に基づき、個性 に応 じて将来の進路を決定さ

せ、一一般的 な教養 を高め、専門的な技能を習熟させ ること1と 規定されている(有 本&近 藤、1991)。

しか し職業指導は進 路指導のイメージが強 く、また大学生の就職支援に関 しては、「職業教育」が一一般

的に使われ 、それが何を意味するかは必ず しも明示的ではない。 したがって、ここでは 「人生や生活

における職業の位置づけ、生 きていくことことへの職業のかかわ りj(梅 沢、2001)と しての職業観な

い しは職業意識の醸成、そ して生涯ににわたる職業生活の選択 と適応 ・開発 としてのキャ リア開発ある

いは キャリアデザインと、そ うしたことへ積極的 に自ら取 り組む就職意識の高揚、 さらに職業能力の

開発の三つの側面を含む もの として 「職業教育」 を考察 したい。

その 「職業教育」の一環であ り、もっとも重視 され ているのが職場体験、模擬実習 としての産学連

携 によるイ ンターンシップ制であ り、キャ リア ・プランニングやデザインのための講座 であ り、ここ

ではfキ ャ リア ・デザイ ン講座」 とよんでいる。 キャ リア開発 、デザイシのための個別支援 としての

キャ リア ・カ ウンセ リングの推進 、担当者のキャリアカウンセラー としての能力開発や、そ うした資

格保有者の就職部門への配置 も一一つの課題 とされている。
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3.本 研 究 の枠 組 み

小稿では、まず就職および支援活動の早期化の実態を大学生調査 と就職部調査か ら明 らかに し、就

職 部の求人活動に関する問題意識 を考察す る。 それ らは早期化、長期化そ して拘束、結果の連絡に関

してであ り、さらに男女均等、倫理憲章の遵守などについての就職部の問題認識である。

また前述 した ように求人・就職活動へのWebの 利用が一般化 し、それに伴 う大学生への影響 と、就職

支援活動へのプラス、マイナス影響を分析す る。

また大学生のキャ リア志向や 専門職志向が高ま る一方、フリー ター志向や就職意欲の低下傾向が議論

されているが、就職部がそれ らの大学生の志向性 をどのよ うに認識 しているかにっ いて因子分析 も交

えて明 らかにする。

そ して最後に大学教育への企業側の要望 とその就職部での認識の比較を行いっっ、就職部がどのよ うな支援

活動を現在重視 しているか、 さらに今後はどのよ うな支援活動を重視 しようとしているかを分析する。

図表一1本 研究の枠組み

就職および
支援 活動 の時

e・リクルーティング の

学 生 、 支 援 活 動
へ の 影 響

求人活動に関
する問題意識

大学生の志向
性の認識

就職支援の

重視事項

(現状と今後)

企業の要望に関す

る就職部の認識

企業の大学に対
する要望

尚、本研究の調査時期、調査対象等の概要は以下の通 りである。

① 企 業 調 査

2001年ll月 か ら12月 。 上場 企 業 で2001年4月 の大 卒採 用 数 が5人 以上 の2 ,228社(東 洋経 済新 報社 「会

社 四季 報CD-ROMversion2.54」)及 び 大卒 者 を採 用 した外 資 系企業214社(東 洋経 済 新報 社 「外 資系

企 業CD-ROM2001」)の 合 計2,442社 、郵 送 で有 効 回答658社(26.9%)

② 大 卒 者 調 査

2000年11月 一2001年2月 に実施 。25大 学33学 部 の大 学生i ,143人 に教 員 が直接 配布 回収
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③ 大学 就 職 部調 査

2001年12月 一2002年1月 に実施。 文科系学 部を有す る4年 生大学 の就職部門491大 学に郵送、244大 学

の有効回答(49.7%)。

4.ま す ます 早 期 化 す るス ケ ジ ュー ル

学生の就職活動は就 職ナ ビへの登録に始ま り、資料請求そ して会社説明会、筆記試験、面接試験 と

い うのがほぼ一般的 なプ ロセスであ り、最近では会社説 明会前後にエン トリーシー トによる応 募が加

わる。労務行政研 究所の調査によると1997年 の就職協定廃止後の前年 よ りは、早めた とい う企業が半

数近 くを占め、98年 度の採用活動の開始予定は2月 以前が17.2%、3月31.5%、4月34,9%で あった(労

務行政研究所、1998)。

しか しわれわれの新大卒者 を対象 とする2001年1月 一2月 の調査結果は図表 一2の とお りである。1-2

月が ピークで、会社説明会に参加 した学生は51.7%と 半数 を超 えている。比率は少ないが3年 生の9月 以

前か ら会社説明会が行 われてお り、大学生の具体的就職活動は3年 生後半に集 中 しているのは確実であ

る。そ して筆記試験 、面接試験 とも3-4月 に ピークを迎えることにな り。そ して内定獲得は3一 胡 に

は じま り6月 中 ・下旬が ピー クとなっているのである。

図表 一一2大 学生の就職活動の開始時期(2001年,数 字は%)

十 就職ナビ登録
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出所)永 野仁他 「大学生の就職行動に関す る調査結果報告」『政経論叢』第70巻 、第1・2号、pl30
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こ うした学生の動向に対 して就職部の支援活動の主要な事項 と開始時期は図表 一3の とおりである。

就職活動のガイダンス、求人資料の公開は95%の 大学が実施 してお り、開始時期も早ま り1年生の時点

か ら始まっている大学 も10,9%と1割 を超えているのである。

多 くの支援活動の開始 は3年 生後半に集 中 しているが、ガイダンス、個別指導、筆記試験の指導は3

年生前期 に開始する大学 も少なくないのが現状である。

就職決定時期についてはすでに検討 したよ うに協定廃止後 「余 りにも早す ぎる」 との声は強い。大
'

掌側 の 「㎏ し合 わせ」、企 業側 の 「倫理 憲 章」が示 されて い るが、い っそ う早期化傾 向 が強 ま ってい る こ

とを、この調査結果 も明確に示 している。

図表一3就 職支援の実施時期

口1年 次 ロ2年 次 回3年 前期 日3年 後期 日4年 次 口無回答

複 数 企 業 の 学 内 就 職 フェア

45.196

筆 記 試 験 の 指 導1
.362

.3

学 内 で の 個 別 企 業 説 明 会

65.6

履 歴 書 作 成 の 指 導

=74.2

個 別 の 進 路 指 導

80.7

エントリーシート作 成 指 導

81。6

面 接 指 導

:83.2

適 性 ・性 格 テス トの 実 施

84.0

就 職 部 門 へ の 学 生 の 登 録

88.1

求 人 資 料 の 公 開

95.5

就 職 活 動 がイダンス

:97.5
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図 表 一4は 企 業の 求 人 活 動 につ い て の問題 に 関 す る就 職 部 門の認 識 につ い ての 回答 で あ り 「そ う思

わ ない」!点 か ら 「そ う思 う」5点 の平均 点 を示 して い る。f開 始 の時期 が早 す ぎ る」が最 も問題意 識 が

強 く4.49点 、す なわ ち 「ま あそ う思 う」30.3%と 「そ う思 う」57.4%で あ り、 あわせ て87.7%の 大学 が早
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す ぎる と認識 している。以下内々定の時期が早い、就職活動の長期化、、拘束が強いと若干数字は低下

す るが、「拘束が強い」 とい う点について も50,4%の 就職部がそ う認識 しているのである。 「選考結果

の連絡がきちんとされ ていない」について も3.05で はあるが 「どちらともいえない」が38.9%と 多 く、

まあも含めてそ う思 う企業は32%に 達 している点は見逃せない。

す なわち就職部は倫理憲章は遵守 しておられず、企業は学校教育環境が悪化 しない よう学事 日程を

尊重 しているとは思 えない と強く感 じているのである。

図表 一4企 業の求人活動に対する大学の問題認識
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5.e－ リクル ー テ ィ ングの 拡 大 と就 職 部 の対 応

e－ リクルーティングは年々、その範囲を拡大 しているが、本調査では、学生向けにインターネ ッ ト

で情報提供をす る大学は410/・、イ ン トラネ ッ ト活用は25.4%と 予想外に低い結果を示 しているが、こ

の数字は大学独 自のWeb上 での支援サー ビスの提供に関して と思われ る。学生の方は自宅のPCか ら、

企業あ るいは就職支援の リクルーティング会社に直接接触 していることはい うまでもない。そ うした

e－ リクルーティ ングの拡大を就職部門は どのよ うに評価 しているのだろうか。

図表一5は就職活動に関連す る諸事項が 「減少 した」1点 、「増加 した」5点 の平均点であ り、現状の傾

向 と3年 後の傾向についての回答である。

上の3項 目はプ ラス効果であるが、現状の 「学生の就職活動の効率化j3.07や 「大学間の就職機会の

均等化」3.08は 、若干の効果が見 られ たとい う回答であ り、3年 後はもう少 し効果が高まると推測 して

いる。特に 「幅広い情報収集 を行 うよ うになる」は現状、将来 とも最も高い評価 をしている。 しか し

「学生 と企業 とのコミュニケーシ ョンが円滑化 され る」にっいてはやや否定的である。

そ してマイナス効果 として 「誤 った情報に影響 され る傾向が強まる」 「PCリ テラシーによる就職機

会に格差が生 じよ うになる」 ことを若干危惧 し、 とりわけ「学生の安易なエン トリーが増加す る」こと

「情報収集 をイ ンターネ ッ トに依存 しす ぎるようになる」については3年 後は若干低下す るものの、就職

部門は現状 において最 も問題意識を強 く抱いている。e－ リクルーティングによって学生は幅広い情報

収集は進むものの、インターネ ッ トにのみ情報収集を依存 し、安易なエ ン トリーが増加す ることを強

く危惧 している。

図表 一5イ ンターネ ッ ト利用による就職活動への影響

1圃現状 ロ3年 後1

学生・企業間の対話の円滑化

就職活動の効率化

就職機会の均等化

幅広い情報収集

誤った情報からの影響

PCリ テラシーによる機会の格差

安易なエントリーの増加

情報収集のWebへ の依存

00,511.522.533.544 .55

一164-一



明治大学社会科学研究所紀要

こ うしたe－ リクルーティ ングの拡大は就職部門の支援活動に具体的に どの ような影響 をもた らし

ているのだろ うか。図表一6は その変化を示 したものである。

「イ ンターネ ッ ト利用の普及によ り以下の項 目にどの程度の増減がもた らされ るか」にっいて 「減

少 したjl点 、f増 加 した」5点 の平均点である。

「就職 雑誌 を講読する頻度」が最 も大きく減少 し、「OB/OG訪 問」の減少も大きく、以下「就職部門

の資料 を閲覧する頻度」「就職部門への就職相談」となっている。いずれの項 目とも3以 下であり、増加

す るとの回答はきわめて限 られている。まさに学生の就職情報の収集や相談が、Webに 大きく偏 り、

バーチャル化 し、活字 メディアやOB・OG訪 問や就職部への相談 といった直接的な対話の減少が見 ら

れ る。

図表 一6学 生の就職活動と就職部支援の変化

1・現状 ・3年後1

就職雑誌購読

資料閲覧

OB・OG訪 問

就職部相談

0 O.5 1 1.5 2 2.5 3

6.職 業 教 育 とイ ンター ン シ ップの拡 充

1)就 職 部 に よ る学 生 の 志 向性 の 認 識

就職 部 は学 生 の動 向を どの よ うに捉 えてい る のだろ うか。 こ こで は図表 一7の 項 目につ いて問 うてい

るが 、5点 スケー・一・ル で就職 意欲 の低 下3.76が 最 も高 く、以 下資 格 の取 得 か ら、最 も低 いベ ンチ ャー志 向

2.88と 並 ん で い る。 われ われ の 大学生 へ のア ンケー ト調 査 で も就職 につい て、4年 生 の 「4月頃 、就職

につ い て ど う考 えて い ま した か」 の問 い に対 し 「是 が非 で も今 年度 中に きめた か った 」 は47,80/oに 過

ぎない。f今 年 度 中 に決 まれ ば よいj27.8%、 さ らに 「別 に今 年度 中 でな く とも就職 で きれ ば よい」 が

10.4%、 「収入 が得 られ るので 、アル バ イ トや派 遣 で も よい」 は2.3%と 、就 職 に たいす る強 い意志 を持

つ もの は半数 を割 る結 果 を示 してい る。
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図表一7大 学生の仕事に対する志向性の就職部門の認識

1ロそう思わない ロあまり思わない ロどちらとも ロまあそう思うロそう思う1

ベ ン チ ャー一一志 向;2.88

キ ャ リア 意 識:3.08
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フ リー ター 志 向:3.511
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この8つ の志 向性 を因子分析 してみ ると2因 子 が抽 出 され て興 味深い(図 表 一8)e

第1因 子 は定着 化志 向 、就職 意欲 の低下 、昇進 志 向の弱体化 、フ リー ター志 向であ る。 米国で は、労

働 時 間 を減 ら し、稼得収 入 を減 ら し、昇 進 を断 るな どの 、変速 ギア を切 り替 え、生 活 を減速 す る人々

を 「ダ ウンシ フター」 と呼ん でい るが(Schor,1998)そ の概念 を借用 して 「ダ ウン ・シフ ト志 向」 と

名 づ け る ことに した い。 第2因 子はベ ンチ ャー 志 向、キ ャ リア志向、専 門職 志 向、資 格取得 志向 な どの

い わゆ る 「キャ リア志 向」であ る。因子得 点 をみ ると第1因 子(-3.05～2,62)、 第2因 子(-3.20～2.87)

で あ り、それ ぞれ をク ロス させ てみ る と学 生の志 向性 を どの よ うに考 えてい るかの 大学の分布 はダ ウ

ン ・シフ ト志 向 もキ ャ リア志 向 もプ ラスの両立志 向派 は62大 学(26.6%)、 キ ャ リア志 向の みが プ ラス

の ま さにキ ャ リア 派は57校(24.5%)、 ダ ウンシフ ト志向 のみが プラスの ダ ウンシフ ト派 は65校(27.9%)、

そ して 両者 ともマ イナ スの49校(21%)は 伝統 派 となづ け よ う。
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図表 一8就 職部のみ る学生の志向性(因 子分析 ・バ リマックス回転)

第1因 子

ダ ウンシフ ト志向

第2因 子

キャ リア志向

定着志向の弱化 .723 .206

就職意欲の低下 .713 .101

昇進志向の弱化 .689 ,105

フ リー ター志 向 .542 .486

ベ ンチャー志向 .113 .663

キャ リア志向
一

.509 .646

専門職志向 一
.392 .603

資格取得志向 一
.127 .519

累積負荷量 27.41 50,383

2)「 職 業 教 育 」 の 実施

学生のダ ウン ・シフ ト志 向、そ して一方で キャ リア志向の強 ま りの中で大学就職部の対応はf職 業

教育」 の強化に向かってい ることは言 うまで もない。 そ うした中で特に注 目され ているインター ンシ

ップは37.7%の 大学が積 極的に実施す る と回答 してい る。 文部科学者の調査で も1996年 の実施大学が

17.7%か ら2000年 には33.5%に 伸びてお り、この調査の2001年 度で さらに実施 企業は伸びている傾向が

示 され ている。その実施理由 として最 も重視 しているのは職業意識の形成 である。

しか しなが らイ ンター ンシップの派遣人数 は一大学平均50.6人 、一人当た りの派遣期 間は10.4Hと

きわめて少数、短期間にす ぎない。 しかも応 募者の平均は151人 であ り、希望す る学生の約3割 しかイ

ンター ンシップに参加 できない現状である。

企業調査 では実施企 業12.go/・、年間受 け入 れ人数10.3人 、一一人のイ ンター ンシ ップ期 間14.4日 、応

募者 は2.37倍 と狭 き門である ことがわかる。 まだスター トしたばか りではあるが、すでに多 くが指摘

しているよ うに受 け入れ企業の拡大 と同時 に学生の応募を拡大することが課題 とされている。

もう一つの 「職業教育」 として クローズア ップ されて きてい るの が、いわゆ るキャリア ・デザイ ン

講座 等であるが、現在開講 している大学 は11,1%に す ぎない。一方46.5%は 実施の計画 もな く、意思統

一
、人材、費用 などのいずれの理 由によるかは定かではないが、キャ リア・デザイ ン講座 の開講 にっい

ては必ず しも積極的ではない。
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図 表 一一9イ ン ター ンシ ップ とキ ャ リアデザ イ ン講座の 実施状 況

キャリアデザイン講座
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3)今 後 の就 職 部の 対 応

さて就職 をめぐる環境 の急激な変化の中で就職部門は どのような対応を しようとしているのだろ う

か。 図表一10は企業の大学への要望 とその就職部門の認識である。すなわち「就職に関連 して、貴社で

は現状の大学教育に要望があ りますか」にたいする以下の項 目の選択であ り、就職部の回答は「就職 に

関連 して、現状の大学教育に対 して企業側か らの要望があ りますか」の選択である。企業 と就織部の認

識はほぼ…致 しているもの、「礼儀 、マナー」は両者 とも、最も期待 ・要望が高いが企業以上に就職部

の回答が上回っている。そ の他の項 目は企業側の要望が上回ってお り、特に 「一般教養」、「討論の多

い教育」「仕事の面白さ」 「専門科 目の レベル向上」は企業 と就職部の期待度の差は少なくない。

図表一10大 学教育への要望と就職部の認識

その他

会社直結教育

専門科 目レベル向上

仕事の面白さ

外国語能力

討論の多い教育

就職心構え

基礎学力

パソコン技能

礼儀 ・マナー

一般教養

0 io 20 30 40 50 60 70 80
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そ うした企業の要望、期待の中で就職部が、「これまでに重視 した項 目(こ れまで)と 、今後重視 し

ていきたい(こ れか ら)項 目ユについてのそれぞれ3項 目の選択回答が図表 －Hで ある。

これ までの重視項 目は就職意識の高揚、新規求人企業の開拓が際立って多く、これからの重視事項

は職業観 の醸成、大学教員による就職支援強化 、就職意識の高揚の3項 目が5割 以上の就職部が重視 し

てい る。 一般的には就職 「斡旋か ら指導へ」などといわれているが(大 江他、2002)、 これまで とこれか

らをあわせてみると、就職意識の高揚、職業観の醸成が極 めて重視 されてい る事項である。

図表一11就 織部のこれ までとこれか らの重視事項

その他

外資企業への就職拡大

学生の起業精神の拡充

卒業生への就職・転職支援

卒業生就職企業との連携

新規求人企業の開拓

マナー・教養等人間教育拡充

就職意識の高揚

大学教員による就職支援強化
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先の学生の志向性の4タ イプとの関連 で分析を試みた(図 表一12)。 サンプルが限定されているが傾

向は読み取ることが出来る。すなわち上の2項 目は学生がキャリア ・デザイン講座の実施大学 とインタ

ンシ ップの積極的実施大学 は学生のダウンシフ ト志向が強い と認識 している大学ほど実施 している。

またこれか らの重視事項である職業意識の高揚や職業観の醸成にっいても、学生がダウンシフ ト志向

(就職意識や昇進志向の低下傾向)が 強 まっていると感 じている大学ほど重視する傾向が見 られ興味

深い。逆にダウンシフ ト志 向もキャリア志向も弱いと認識 している伝統派はいずれの項 目も低 く、あ

ま り変革の必要を感 じていないとい うことであろ う。
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図表一12大 学生の志向の認識 と「職業教育」の実施 と今後の重視事項の関連

両立派 キャ リア派 ダウンシフ ト派 伝統派

キャ リア ・デザイン講座 実施 5(19.2%) 9(34.6%) 9(34.6%) 3(ll.5%)

イン ター ンシ ップ実 施* 19(21.6%) 25(28.4%) 31(35.2%) 13(14.8%)

職業観の醸成 32(24.2%) 35(26.5%) 38(28.{D 27(20,5%)

就職意識の高揚 26(2L5%) 27(22.3%) 40(33.1%) 28(23.1%)

7.若 干 の 考 察 と イ ン プ リケー シ ョン

D求 人活動 の早期 化 への対応

本研究での主要な発見事実は、求人 ・就職活動がますます早期化 していることが浮 き彫 りにされたこ

と、e－ リクルーティングの活発化に伴い、大学生の幅広い情報収集には寄与 しているものの、Web

に依存 し、OB・OG訪 問などをを通 じた生の情報収集が減少 していることや、安易なエン トリーが拡

大 している等である。

さらに就職部は大学生が専門職志向やキャ リア志向を高めている一方、就職意欲 の低下、フ リー タ

ー志 向や昇進意欲の低下 とい う志向性が強まっていること、そ して企業の大学への要望が一般教養や、

礼儀 ・マナー、基礎学力、さらには就職への心構えなどが重視されてきていることも考え合わせ、就

職意識の高揚と職業観の醸成 に重点を置き、具体的にはイ ンターンシップ制の拡充やマナー ・…般 教

養等の入間教育を重視し、教員 との連携を強める方向を重視 している。 しか しなが ら、職業観の醸成

にかかわるキャリア ・デザイ ン講座等には必ず しも積極的でないことも明 らかにされた。

そ うした中で第1の 問題は求人活動の早期化の問題である。毎年9月 前後にH経 連か ら発表 されて き

た倫理憲章の中の 「採用選考活動の早期開始の 自粛:学 生が学業に専念 し、また職業を研究 ・選択する

十分な時間を確保す るため、採用選考活動の早期開始は 自粛する。ま して特に卒業学年 に達 しない学

生に対 して実質的 な選考活動を行 うことは厳 に慎む」(日 経連、2001)の 表現がむな しく感 じられ る。

とりわけ日本の産業界をリー ドす るマスコミや金融業界の倫理憲章違反の リーダーシップが目立って

いる。3年 生の後期試験 と採用試験がバ ッティングすることも日常化 しつっある現状である。私立大学

の唯一の少人数教育であり、企業の期待 も大 きい討論の多い教育であるゼ ミナール(演 習)で す ら、

多 くの大学で3年 生の実質1年 間に縮小 され 、卒業論文の質的低下のみならず、実質的には卒論作成 も

放棄 しているところも見 られる。大学の質が問われ、大学改革が急速に進みつつある中で、この問題

は根本問題 であるにもかかわ らず、大学、企業そ して学生 も三す くみの状況で、ますます早期化が進

行 している。早急に新たな協定締結 と厳 しい監視による時期の限定、あるいは3月 の卒業試験終了後の

2月 以降に就職活動を開始す る方向での規制 といった、抜本的改革も視野に入れた対応策は緊要な課題

である。
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2)「 職 業教 育 」 の拡充 とキ ャ リアセ ンター 問題

「職業教育」の中でも、特に脚光を浴びてきているインターンシップは、まだスター ト時期ゆえ量・

質共に今後に期待 されることが少な くない。 しか し人気企業のインタ・一一・ンでは応募者が50倍 を超える

ケースもでてきてお り(海 老原2002)、 就職試験以上の競争激化の様相を呈している。

イ ンターンシップ も出来る限 り多数の応募者 に答 えるためにWebを 活用 した旭化成のe－ ラ■一一ニン

グ型、松下電器の ようにインターンシップ実習中に参加者をABCで 評価 し、実際に就職 を希望する学

生には評価結果に よって採用試験を割愛する採用直結型、採用試験のプロセスとして面接前に1か 月の

職場体験 をするワタミ ・フー ドや、 ミス ミなどの職場体験型、そ して多くの企業が採用 しているテー

マ設定 し、テーマ ごとに応募、実習 し、その成果を提案する大 日本印刷のよ うなテーマ別提案型など

に区分できる。

まだスター ト段階にあ り、少数であるが、短期間でも「企業とは、仕事 とは何かが良くわかった」『就

職意識が高まった」といった声は少な くな く、今後の拡充が大いに期待 され る。文系大卒者については

特に企業側の負担を軽減 しっっ、量の拡大が求められ、また大学側も基本的マナーや一般教養や基礎

学力、あるいはPCリ テラシーの不足を補 うプログラムも一部の大学で試行されてきてお り、その拡充

も課題 である。また企業側の受け入れも、事例に見 られ るように、一層のWebの 活用によるバーチャル ・

インターンシ ップや企業の実情の把握な ど一つの対応策であろ う。

就職直結型のインター シップは松下電器の導入以降、関心が高ま り技術系を中心に富士通、昭和シ

ェル石 油,神 戸製鋼 、シャーープ、三洋電機などで も導入 されてきている(労 務行政研究所 、2002)。 し

か し、それが実質的 には採用決定時期の一層の早期化に拍車をかけることも懸念 されている。

企業 と大学の連携強化策のひとっとしてインターンシップの共通的認識 も高まってきつつあ り、実の

ある制度 として地道な努力が両者に求められよ う。

そ してインターンシ ップのみに就職意識の高揚 と職業観の醸成策を期待するわけにはいかない。 も

う…っが職業教育の実施であ り、ここではキャリア ・デザイン講座に限定して分析 したが、その結果

は必ず しも積極的な取 り組みは難 しいよ うである。その底流には就職部門と教学部門の組織的壁の問

題、総合大学 にお ける学部間の意思統一の困難性の問題など、大学の意思決定の根本問題にかかわる

テーマ ともなろ う。い くっかの大学ではエクステンション ・セ ンターによる開講、あるいは全学部共

通科 目としての開講な どの試みも始まっている。

職業教育をどのよ うな内容で行 うかも基本問題 であるが、どの部署でどのような方法で実施するか

も重要な課題 である。 それは就職部の改組、役割の拡大、すなわち米国のいわゆるキャリア ・センタ

ーへの転換問題 ともかかわる問題であ り
、専門的 キャリア ・カ ウンセ リング(日 本進路指導学会1996)、

そ してOB/OGの 再就職支援 も視野においた就職部の発展は一部の大学を除いて,志 向されていると

は言いがたい。

い くつかの大学ではキャリアセンター(立 命館、立教、福岡、名古屋学院、梅花女子、京都橘女子、

神 田外語大学、二松学舎大、早稲田大、中央大など)、 キャリア支援セ ンター(鈴 鹿国際大学、東京電
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機大〉 キャ リアサポー ト室(椙 山女学園)あ るいはキャ リア開発部(日 本福祉 大学)、 キャ リア情報セ

ンター(桐 蔭横浜大学)等 への改組、新設が行 われている。中でも積極的転換を進めているのが、衆

知の立命館大学 である。 キャリアセ ンター に名称変更するばか りではなく、 目的 、役割の大転換 を試

みている。 その基本は 「会社選び」支援か ら 「大学での学び」支援への変革 である(近 森、2001)。 す

なわち 「大学時代に打ち込んだものを通 じて総合力が問われ る。 あなたは何が出来るかをと厳 しく選

別 され る」とい う時代、環境認識の上に、立命館の学生が評価 されているのは 「1・2回生時か ら将来の

進路希 望を持ち、 目標 をもって学業や課外活動 で切磋琢磨 し、充実 した学生生活 の結果 と して 目指す

進路志 望を達成 している」 とい う認識で、低回生(i・2回 生)か らキャ リア ・デザイン講座、 自己開

発 ノー トである「キャ リア ・チャー ト」の作成 支援を進めてきている。

さらにユニークなのは多くの大学が教員の就職指導の拡充を目指 しているが、立命館では就職活動(プ

レスメン ト・リーダー:PL)を ゼ ミ、サー クル等か ら約450人 選び、就職情報の伝達やほ しい情報、

企画な どキャ リアセ ンター と学生のネ ッ トワーク ・センター としての役割を果た し、 さらに内定者は

ジュニア ・ア ドバイザー(J.A)と して後輩め助言 ・支援 を し、さらに就職後数年のOB、OGを キャ

リア ・ア ドバイザー(CA)と して学生の相談役、懇談会への参加 を依頼 し、こうしたPL、J.A.CA

を核 とする就職 のための学生のネ ッ トワークを構築 し、 「職業教育」と連携 させて就職 意欲の高揚や職

業観の醸成を進めている点は特質すべき事例 といえよ う。
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